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１ 過去の見直し内容等

【再構築の背景】
・急速な少子高齢化の進展
・右肩上がりの経済の終焉
・医療保険制度改革の影響 など

【再構築の主なポイント】
・今後とも持続可能な制度
・セーフティーネットの役割
・世代間負担の公平性
・受益と負担の適正化

【主な改正内容】
・一部自己負担の導入（500円×2日）
⇒上限2,500円に（Ｈ18.7受診分～）

・市町村民税非課税世帯を対象とした
老人医療費本体助成の廃止
・重度障がい者医療費助成における
所得制限の強化
（1,000万円⇒462万1千円）
・母子家庭医療費助成の対象者拡大
（ひとり親家庭医療に）
・乳幼児医療費助成における対象年齢
引上げ（2歳⇒3歳未満） など

福祉医療費助成制度の再構築
(H16.11 制度施行)

【再構築の背景】
・財政再建プログラム案の策定

府、市長村の危機的財政状況
収入の範囲の予算の徹底
自立的、安定的行財政運営の確立

【再構築の主なポイント】
・１割負担や所得制限の見直しを基本
（財政再建プログラム）

・大阪府市長会、町村長会及び大阪府によ
る研究会を立上げ、持続可能な制度と可
能な負担のあり方を軸に検討
（財政再建Ｐに対する福祉部の考え方）

【主な改正内容（研究会検討結果）】
・一部自己負担の見直し（500円→800円）
・休日夜間加算の設置（加算500円）
・乳幼児の所得制限
⇒児童手当特例給付準拠から児童手当
準拠に見直し
（所得約650万円→570万円）

【制度改正の見送り】
・H21.3.23委員会知事答弁より抜粋
「現下の社会経済情勢を踏まえ、将来的に
も持続可能な制度とする抜本的な見直し
を行うまでの間、現行制度を維持する」

福祉医療費助成制度のあり方
(H20検討、未実施)
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「大阪府の財政構造等に関する調査報告書（H22.4）」 抜粋
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議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費
農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費
災害復旧費 公債費 諸支出金 前年度繰上充用金

億円
府内全市町村 歳出決算総額の推移（目的別）

府内全市町村の歳出目的別の推移
◇府内全市町村の歳出決算総額について、平成元年度と平成20年度を比較した場合、約１．２２倍となっている。
                            （Ｈ元 28,361億円 Ｈ20 34,617億円）
 この中で民生費の伸び率は約２．３５倍となっており、府と同様、他の伸び率に比べて大きくなっている。
                            （Ｈ元 5,417億円 Ｈ20 12,702億円）
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「大阪府の財政構造等に関する調査報告書（H22.4）」 抜粋
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「大阪府の財政構造等に関する調査報告書（H22.4）」 抜粋
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「大阪府財政構造改革プラン（案）（H22.10）」 抜粋
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■ 新しい高齢者医療制度

・ ７０～74歳の自己負担 → 平成25（2013）年度以降、順次2割負担に

（H22.10.3 日本経済新聞）

・ 現行後期高齢者制度が廃止され、国保・被用者保険に世帯単位で１本化、

結果、高額療養費の自己負担限度額も一本化されることにより、負担軽減が図られる。

（H22.8 高齢者医療制度改革のポイント）

あわせて、低所得者と上位所得者の差が大きいことは、２２年度中に議論

（H22.8.3 衆議院厚生労働委員会）

■ 障がい者施策

・ 障害者自立支援法を廃止、障害者総合福祉法（仮称）を制定、法案は平成２４年通常国会
へ提出

・ 自立支援医療の利用者負担については、法律上の規定を応能負担とする方向で検討し、
平成23年内に結論を得る。

（H22.6.7 障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第1次意見））

■ こども施策

・ 子ども手当て上積み分の現物サービス化の対象として、子ども医療費の負担軽減も候補に
掲げられている。（民主党マニフェスト；参議院選挙時）

国の動向
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